
　全世界で，新型コロナウイルスに対するワク
チンの接種が始まりました。しかしワクチン
は，科学的なデータをもとに行政による判断で
健康な人に接種するものであるという点で，病
人に対する診療行為とは大きく異なります。す
なわち，ある個人がワクチン接種を受けるの
は，あくまでも行政および科学への信頼による
ものであって，病気による症状からではありま
せん。そして日本のみならず世界的にみても，
ワクチン反対運動は反科学主義・自然主義・陰
謀論とリンクして行われてきた歴史がありま
す。そのなかで，一定の頻度で副反応被害が生
じてしまうと，行政への信頼が失われワクチン
接種者が極端に減ることで，感染症が蔓延して
結果的に大きな被害が生じることがあります。
　日本ではHPVワクチン接種率が 1％に満た
ない状態が 8年近く続いています。その背景に
は，「市民の気持ち」に寄り添い，副反応はス
クープとして大きく報じてHPVワクチンに対
する不安感を増幅させてきた一方で，その後い
かなるエビデンスが出てもHPVワクチンの必
要性を大きく報じてこなかった，一部マスメ
ディアの構造的な問題があります。実際われわ
れは，本誌でも取り上げられている新聞社の記
者がHPVワクチンの有用性について記事にし
ようとして，デスクの判断で記事の掲載が不可
となったという事例を目の当たりにしてきまし
た。つまり，一部マスメディアはすでにHPVワ
クチンが有用であるという事実を十分に知って
いながら，会社の利益のために，あえてそれを
報じないでいるともいえます。また，これまで

厚生労働省は様々な薬害訴訟の被告になり，担
当者が個人的なダメージを受けることもあった
なかで，HPVワクチンに関する訴訟において
は現在も原告団と係争中です。一方で，HPVワ
クチン接種後に「多様な症状」を呈した女子に
寄り添う姿勢を一貫して示しており，この矛盾
のなかで，積極的接種勧奨を再開できないまま
約 8年が経過したといえます。
　さらに，科学の分野では，反HPVワクチン
主義者が重要視している「エビデンス」に関し
て，十分な議論が行われてきませんでした。そ
して，反HPVワクチン主義者は，産婦人科医
団体がHPVワクチンを推奨するのは製薬企業
からお金を受け取っているからという陰謀論を
唱え続け，大多数の産婦人科医が子宮頸癌患者
を診療することで報酬を受け取っているという
明白で，かつ陰謀論にとっては不都合な真実を
あえて無視しています。このような状況下にお
いて，HPVワクチンが日本で広く接種される
ようになるためには，反ワクチンの言説を社会
学的・心理学的・科学的な側面から解きほぐし
ていく必要があります。
　本特集では，各分野のエキスパートの先生方
に執筆をお願いして，ワクチンの安全性と社会
学を題材とし，前半部分では広くワクチンにつ
いて取り上げて，後半部分ではHPVワクチン
に焦点を絞る構成にしました。本特集によっ
て，読者諸氏に，広い観点からワクチンに関連
する諸問題を理解していただけるようになれば
幸甚です。
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